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              山梨県 都留市         



 構造改革特別区域計画 

１ 構造改革特別区域計画の作成主体の名称 

   山梨県都留市 

２ 構造改革特別区域の名称 

   つるアグリビジネス推進特区 

３ 構造改革特別区域の範囲 

   山梨県都留市の全域 

４ 構造改革特別区域の特性 

（１）都留市の概要 
都留市は、山梨県東部に位置する人口 35,513 人の地方都市で、市立都留文科大学

を中心とする学園のまちとして発展してきた。周囲は 1000ｍ級の山々に囲まれ、桂
川（相模川）が市域の中央を西から東に貫流し、市街地や集落は、桂川とその支流
によって形成された平坦地や緩斜面に立地する。 

   
  ① 土地利用 

総面積は161.58 km2で、これらの内、山林原野が136.56 km2 (84.5％)占め、耕
地は 3.96 km2（2.5％）である。また、経営耕地面積も昭和55 年から平成 12年ま
での 20 年間で、半分以下に減少している。耕地の内 1.839 km2は都市計画用途地
域内にある。 

土地利用 耕 地 
総土地面積 

宅 地 農用地 森林・原野 耕地 耕地率 
161.58 km2 4.77 km2 4.23 km2 136.56 km2 3.96 km2 2.5％ 
（総面積は全国市町村要覧、耕地面積は耕地面積統計調査平成 14.7.15 による） 
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都留市の経営耕地の推移 

（a） 

（「耕地面積統計調査」より） 



  ② 産業別就業者数 
   産業別就業者数（15歳以上）は、平成12年国勢調査によると17,049人で、第1

次産業への従事者334人の内、農業従事者は274人（1.6％）である。 
    

第１次産業 
就業者数 

 農 業 
第 2次産業 第 3次産業 

17,049人 334人 274人 7,478人 9,237人 
    （平成12年国勢調査より） 
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（２）都留市の農業の概要     

本市の農業は、自家飯米用の水田単作､水稲と野菜との複合経営が主であり、平成
14年の農業産出額は約5.4億円で､米､野菜で農業産出額の 8割以上を占めている。 
平成 14 年現在で第 2種兼業農家が 1,236 戸、96.4％と圧倒的多数を占めており、

農家１戸当りの耕地面積33ａに示されるように、経営規模と農家所得の小さな農家
が多数を占めている。 
市域は、平坦地が少なく、小規模な兼業農家が圧倒的多数を占めており、農業の

後継者不足から、農地の宅地化や、遊休地化が進行している。 
 
① 専兼業別農家数  

市域の農家数 1,282 戸の内、専業農家 41戸、兼業農家 356 戸、自給農家 885 戸
で、農家の専業化率は3.2％と低い比率となっている。 

（2,000年世界農林業センサス」より） 

販売農家 
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都留市の産業別就業者数の推移 

（人） 

（国勢調査数値より作成） 



② 耕作放棄面積の状況 
    市域の農用地面積は 611ha で、青地面積は 404ha である。この内、耕地放棄面

積は74haで、青地面積に占める比率は18％となり、山梨県平均の12%に比べ、耕
作放棄率が高い数値となっている。 
耕作放棄率の推移をみると、平成2年に21％、同7年に17％と減少したものの、

同12年には18％と増加に転じている。 

（2,000年世界農林業センサス」より） 

 
③ 遊休農地等の状況 
   市域の耕作面積は農家 1 戸当り 33a と小規模な農家が圧倒的に多く、また、農

業従事者のうち 65 歳以上の高齢者が占める比率は 28％に達し、後継者不足が懸
念される状況である。 

    そのため、農用地の遊休地化が進み、遊休農地面積は164ha、遊休地化率は40％
に達している。 

 
    

④ 有機農作物栽培農家の状況 
    食品会社等の不正表示問題や、農薬の身体に及ぼす影響がクローズアップされ

るなど、「食」に対する関心が高まりを見せる中、有機農作物のニーズが増してお
り、これに応えるべく、近年、エコファマー農業者が増加しつつある。 

  
エコファマー農業者    認定就農者     認定農業者 

     18名      2名      3名 
   
  

５ 構造改革特別区域計画の意義 

  「つるアグリビジネス推進特区」は、前記のような本市域の情勢と課題を踏まえ、
危機的状況にある本市域の農業の再生を期すもので、そのため、新たに農業への参
入者を創出することが不可欠であり、特定事業１００１、１００２などを活用し、
農業生産法人以外の法人にも農業への参入や市民農園の開設などを可能とする構造

年度別耕作放棄率 農用地 
面 積 

青 地 
面 積 

耕作放 
棄面積 

耕 作 
放棄率 平成2年 平成7年 平成12年 

611 ha 404 ha 74 ha 
18％ 

山 梨 県 平 均
12％ 

21％ 17％ 18％ 

農家１戸当 
り耕作面積 

農家１戸当り
経営耕地面積 

農業人口の内 
65歳以上の割合 

遊休農地面積 遊休化率 

 33 a  27ａ  28 ％  164 ha  40 ％ 



改革特別区域を設定することにより、民間活力を最大限に引き出し、問題解決の糸
口とする。 

   「つるアグリビジネス推進特区」は、民間企業などの農業生産法人以外の法人に
も農業参入の途を拓くことが、最大の意義である。 

  

６ 構造改革特別区域計画の目標  

近年、食品会社等の不正表示問題や、農薬の身体に及ぼす影響がクローズアップされ
るなど、「食」に対する関心が高まりを見せる中、有機農作物のニーズが増大しており、
これに応えるべく、民間企業のアグリビジネスへの参入が拡大している。 
本市においても農家との生産委託契約により、有機農作物の販売を業務とする企業も

誕生しており、今後、本格的なアグリビジネスとして定着させることを通じて、遊休農
地の解消や、地域経済の活性化を図ることを目標としている。 
 
具体的には次の目標を設定する。 

（１） 新たな担い手の確保による農地の遊休地化防止 
① 当該地域内における農業生産法人以外の法人にも農業への参入を認めることに
より、農業経営の新たな担い手の確保を図り、今後一層進む担い手不足による農
地の遊休地化を防止する。 

② 農業経営の安定化を目指して農家や農業生産法人以外の法人にも市民農園の開
設を促進し、農業経営の多角化による収入のアップを図る。 

 
（２） アグリビジネスの育成 

① 有機農法による農産物の生産・管理システムを構築し、安定供給を図る。 
② 地産地消と農産物直販システムを構築し、鮮度の良さや有機農法による安全・
安心、または、おいしさなどの差別化を図る。 

   ③ 地域に根ざした農業生産法人以外の法人が、農業経営を行うことにより、新規
就農者の受け入れや繁忙期のパート雇用の拡大を図る。   

   ④ 新規就農希望者、市民農園利用者への農業体験や研修等を実施することにより、
新規就農者の育成を図る。 

 

 
７ 構造改革特別区域計画の実施が構造改革特別区域に及ぼす経済的社会
的効果 

（１）新たな担い手の創出効果による遊休農地の解消 

  地方公共団体及び農業協同組合以外の者が、現在ある遊休農地 164 ha で事業展

開することにより、初年度は20 a～１ha、5年後に約 10 ha、10年後には20 haの

遊休農地の活用を実現する。 

 



区  分 現 在 短 期 中 期 長 期 

平成17年度までに 平成20年度までに 平成25年度までに 
遊休農地 164 ha 

  163 ha 以下 154 ha 以下     144 ha 以下 

 
（２）遊休農地の解消による農業生産額等の増加 
   遊休農地に、農業生産法人以外の法人が農業参入することにより、収益性の高い

有機野菜等の生産が行われることにより、5年後に 17,978 千円程の農業生産額の増
加が見込まれる。 

区 分    現  在   目標（5年後）   目標（10 年後） 
農業生産額     5.8 億円       6億円      6.2 億円 

注１） 野菜の生産額（H14）160,000 千円、野菜作付け面積89 ha 
    1 ha当りの生産額 160,000千円÷89 ha＝1,797.8 千円 
    10 ha 当りの生産額 17,978千円 20ｈa当りの生産額 35,956 千円 

 
（３）雇用の創出 
  農業生産法人以外の法人が農業参入することにより、その従業者として新たな雇
用の創出が見込まれる。 

区    分    目標（5年後） 目標（10 年後） 
株式会社等による農業生産活動件数         3 社      10 社 
農業生産活動での雇用人数     10 人          30 人 

 
（４）市民農園の開設 
   地方公共団体及び農業協同組合以外の者により、市民農園の開設が見込まれる。 

区 分    現  在   目標（5年後）   目標（10 年後） 
市民農園箇所         0          4ケ所       10 ケ所 

   〃  面積 0     20a      2ha 

 

 
（５）都市住民等の交流人口の拡大 
  市民農園の開設により、都留市へ訪れる都市住民等の増加が見込まれる。 

 

８ 特定事業の名称 

（１）地方公共団体又は農地保有合理化法人による農地又は採草放牧地の特定法人への
貸付事業（１００１） 

 
（２）地方公共団体及び農業協同組合以外の者による特定農地貸付け事業（１００２） 
 



９ 構造改革特別区域において実施し又はその実施を促進しようとする特
定事業に関連する事業その他の構造改革特別区域計画の実施に関し地
方公共団体が必要と認める事項 
  

都市住民等の交流人口の拡大事業を図るため、農水省の新山村振興等農林漁業特

別対策事業（多目的交流促進整備事業）により、都留市戸沢和みの里に、平成 15年

度から 17 年度までの3ケ年をかけて、体験工房、宿泊施設、体験農園等の整備を実

施する。 

○ 体験工房内に地元農産物の販売農産物直販コーナーの開設 

○ 宿泊施設を活用し、都市住民等の滞在型の体験農園の開設 
 

 
 
別紙 構造改革特別区域において実施又はその実施を促進しようとする特

定事業の内容、実施主体及び開始の日並びに特定事業ごとの規制の
特別措置の内容   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



別 紙 
 

１ 特定事業の名称 

1001 地方公共団体又は農地保有合理化法人による農地又は採草放牧地の特定法

人への貸付け事業 

 

２ 当該規制の特例措置の適用を受けようとする者 

   貸付の主体  都留市 
    借受の主体   農地保有合理化法人及び農業生産法人以外の法人で農地を借り

受けて農業経営を行おうとする法人 

 

３ 当該規制の特例措置の適用開始の日 

   本特区計画の認定日 

 

４ 特定事業の内容 

   都留市が市内全域において、農地所有者から借地した農地を、特定事業の実施に 
   より耕作を行う法人に貸与する。 

なお、都留市は、特定事業の実施により耕作を行う法人と構造改革特別区域法の
規定に基づく協定を結び、事業の円滑な実施を確保することとする。 

   

５ 当該規制の特例措置の内容 

本市は、平成 14 年度現在で、耕地面積が 3.96 km2で市域全体の 2.5％、また、全就
業従事者（15歳以上）の内、農業従事者の占める割合は 1.6％である。 
また、農家 1戸当りの耕地面積 33a、全農業従事者の内、65 歳以上の高齢者が占め

る比率は28％に達するなど、小規模な兼業農家が圧倒的に多く、農家の高齢化や担い
手不足から、農地の宅地化や遊休地化が進行しており、耕作放棄率は18％、遊休化率
は 40％となっている。 
このような状況を踏まえ、耕作放棄地や遊休農地の拡大を防止するためには、新た

に農業への参入者を創出することが不可欠であり、農業生産法人以外の法人にも農業
経営を可能とする農地法の特例措置を講じる構造改革特別区域を設定することが必要
である。 
なお、参入する法人の要件として、当該法人には農業担当役員が 1 名以上おり、年

間 150 日以上農業に従事すること。また、当該法人と市との間で協定を締結し、農業
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に必要となる土地は、市が農地所有者から借り受けるなどして、法人に貸し付ける方
法によることとする。 
 
初年度、借受の主体者である1社により 55a、2 年次100a、3年次 200aが計画され

ており、この他にも、特区により就農を希望する法人等が数団体あるなど、10 年後に
は 20haの遊休農地の活用を目指す。 

 

（１）相当程度の遊休地等が存在すること及び地域内で解決が困難なことの根拠 

① 耕地面積並びに経営耕地面積の減少 

都留市の耕地面積は、平成 14 年度には 396ｈa で、これは市域全体の 2.5％であ
る。耕地面積の近年の状況をみると、毎年、前年比 5～11ha ほど耕地が減少し続け
ており、減少傾向に歯止めがかからない状況である。 

 
         
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

           （耕地面積は「耕地面積統計調査」、経営耕地面積は農業センサスより）  

 
耕地面積の推移 

 H 5 H 6 H 7 H 8 H 9 H10 H11 H12 H13 H14 

耕地面積 （ha） 467 462 454 448 440 432 423 412 402 396 
前年比増減（ha） － △5 △8 △6 △8 △6 △9 △11 △10 △6 

（「耕地面積統計調査」より） 
              

 
② 耕作放棄地の高比率 

耕作地の減少と共に、耕作地に占める耕作放棄地の比率も全国（5.1％）、並び 
に山梨県内（12％）に比べて高い比率にあり、このまま放置しておくと、ますます

都留市の耕地並びに経営耕地の推移 

（ｈa） 



耕地面積の減少が進行するものと思われる。 
 
耕作放棄地の状況 

     平成2年 平成7年     平成12年 
耕地面積 （a）      52,700 45,400 41,200 
耕作放棄地(a)    11,067          7,681      7,376 
耕作放棄地の割合     21％      17％         18％ 

（農業センサス数値より） 

                             
③ 遊休農地の固定化 

 平成 12 年度遊休農地実態調査によると、市内の遊休農地は、市内農地の 40％
に及ぶ 164ha で、これらの内、日照条件良好（78％）、排水条件良好（86％）、農
機具の搬入有価脳可能（91％）など、総合的に活用可能性の高い農地が 94％を占
めている。しかしながら、荒廃状況では多年生の占める割合が78％を占めるなど、
優良農地の荒廃が進んでいる。 

 
都留市の遊休農地の状況 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（平成 12 年度遊休農地実態調査より） 
                                

（２）担い手農家が減少していることの根拠  
  
 ①  総農家数の減少             

     本市の総農家数は、平成7年に比べて 112 戸（8％）の減少である。これらの内、
販売農家は 75 戸（15.9％）の減少となり、総農家に占める割合も 33.9％から 31％
に低下するなど、農家数の減少と共に、自給農家の比率がより一層、高まりを見
せている。 

                

日照条件 排水条件 荒廃状況 農機具の 
搬入 活用可能性 農地への復

元可能性 
地 
目 

解 
消 
可 
能 
性 

面積 
良 不

良 
良 普通 不良 

一 
年 
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可 
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不 
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即 
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全 
遊 
休 
農 
地 

C 
可能 164ha 126ha 36ha 139ha 23ha 0ha 35ha 127ha 148ha 14ha 34ha 118ha 10ha 農業的利用 

田 
B 

やや容
易 

57ha 46ha 10ha 48ha 8ha 0ha 19ha 37ha 52ha 4ha 19ha 37ha 0ha 農業的利用 

畑 
C 

可能 106ha 79ha 26ha 90ha 15ha 0ha 16ha 89ha 95ha 10ha 15ha 81ha 9ha 農業的利用 

樹 
園 
地 

C 
可能 1ha 1ha 0ha 1ha 0ha 0ha 0ha 1ha 1ha 0ha 0ha 0ha 1ha 農業的利用 



 市内の農家数の状況 
   区  分 総農家数   販売農家数  自給的農家 
平成 2 年 1,602 523 1,079 
平成 7 年  Ａ 1,394 472 922 
平成12年  Ｂ 1,282 397 885 
増減数  Ｂ－Ａ＝Ｄ △112 △75 △37 
増減率  Ｄ／Ａ △8.0 △15.9 △4.0 

平成 7 年  100.0 33.9 66.1 
構成比 

平成12年 100.0 31.0 69.0 
（2000 年世界農林業センサスより） 

  
② 販売農家の減少並びに規模の縮小 

    本市の経営耕地面積規模別農家の状況は、0.5ha 未満が全体の約 7 割を占めてお
り、経営規模１ha以上の農家は、ほとんどない状況であり、販売農家数の減少と共
に、経営規模の縮小が進行している。また、本市の農産物販売金額規模別農家の状
況は、販売なしが7割以上を占める他、50 万円未満の農家まで含めると9割以上を
占めている。 

 
            経営耕地面積規模別農家数の状況  

実  数 構 成 比 
区分 

平成 7 年 平成12年 
増減率 

平成 7 年 平成12年 
販売農家数 472 397 △15.9 100.0 100.0 
0.5ha 未満 327 271 △17.1 69.3 68.3 
0.5～1.0 136 122 △10.3 28.8 30.7 
1.0～1.5 7 3 △57.1 1.5 0.8 
1.5～2.0 2 1 △50.0 0.4 0.3 

 

2.0ha 以上 0 0 - 0 0 
（2000 年世界農林業センサスより）  

農産物販売金額規模別農家の状況 
実  数 構 成 比 

区分 
平成 7 年 平成12年 

増減率 
平成 7 年 平成12年 

販売農家数 472 397 △15.9 100.0 100.0 
販売なし 300 285 △5.0 63.6 71.8 

50 万円未満 147 96 △34.7 31.1 24.1 
50～100 9 4 △55.6 1.9 1.0 
100～200 4 2 △50.0 0.9 0.5 

 

200～300 3 4 33.3 0.6 1.0 
 300～500 5 3 △40.0 1.1 0.7 
 500～700 3 1 △66.7 0.6 0.3 
 700～1000 - 1 - - 0.3 
 1000万円以上 1 1 - 0.2 0.3 

（2000 年世界農林業センサスより） 



③ 農家の専業化率の低下 
    市内の販売農家における専業農家は、平成7年に比べて10戸ほど増加したもの

の、全農家に占める比率は3.1％ほどで、山梨県平均の 14.4％を大きく下回って
いる。また、兼業農家数も昭和 60 年から平成 2年までの間に急激に減少し、その
後、毎年減少している。 

               専業農家の状況           単位：戸 
  昭和55年 昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年 
専業農家 75 90 28 31 41 
第 1種兼業農家 91 43 22 22 5 
第 2種兼業農家 1,933 1,858 473 419 351 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（農業センサス数値より） 
④ 農家人口における高齢化の進行 

市内の農家人口は、平成7年と比べて 503 人、8.2％の減で、年齢構成では、65 
歳以上の高齢者が占める比率が、5.6％増加し、28.4％と高い比率を占めている。 

農家人口の年齢構成の状況 
実  数 構 成 比 

分 
平成 7 年 平成12年 

増減率 
平成 7 年 平成12年 

農家人口 6,128 5,625 △8.2 100.0 100.0 
15 歳未満 931 803 △13.7 15.2 14.3 
15～25 676 618 △8.6 11.0 11.0 
25～35 686 564 △17.8 11.2 10.0 
35～45 764 670 △12.6 12.5 11.9 

 

45～55 635 699 10.1 10.4 12.4 
 55～65 923 676 △26.8 15.1 12.0 
 65 歳以上 1,510 1,596 5.6 24.7 28.4 

（2000 年世界農林業センサスより） 
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  ⑤ 販売農家における世帯員・農業従事者・農業就業人口の減少 

       本市の販売農家の世帯員の就業状態は、平成 7 年に比較すると、世帯員数で

は 399 人（17.9％）、農業従事者は 171人（11.9％）、農業就業人口も 39 人（5.9％）

減少している。 

 

販売農家の世帯員の就業状態 

区 分 平成 7 年 平成12年 増減数 増減率 

世帯員数 2,235 1,836 △399 △17.9 

農業従事者 1,434 1,263 △171 △11.9 

農業就業人口 659 620 △ 39 △5.9 

基幹的農業従事者 206 227 21 10.2 
（2000 年世界農林業センサスより） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



別 紙 
 

１ 特定事業の名称 

1002 地方公共団体及び農業協同組合以外の者による特定農地貸付け事業 

 

２ 当該規制の特例措置の適用を受けようとする者 

  貸付の主体  都留市 
   借受の主体   地方公共団体及び農業協同組合以外の者で市民農園の開設を行う 
          者 

 

３ 当該規制の特例措置の適用開始の日 

   本特区計画の認定日 

 

４ 特定事業の内容 

都留市が市内全域において、農地所有者から特別区域内の農地を借り受け、市が 
特例措置を受けようとする法人に貸し付ける。また、特例措置を受けようとする法
人により市民農園を開設する。 

なお、都留市は、特定事業の実施により耕作を行う法人と構造改革特別区域法の
規定に基づく協定を結び、事業の円滑な実施を確保することとする。     

 

５ 当該規制の特例措置の内容 

本市は、耕地面積が 3.96 km2で市域全体の 2.5％、また、全就業従事者（15 歳以上）
の内、農業従事者の占める割合は1.6％である。 
また、農家 1戸当りの耕地面積 33a、全農業従事者の内、65 歳以上の高齢者が占め

る比率は38％に達するなど、小規模な兼業農家が圧倒的に多く、農家の高齢化や担い
手の不足から、農地の宅地化や遊休地化が進行しており、耕作放棄率は 18％、遊休化
率は40％となっている。 
このような状況を踏まえ、耕作放棄地や遊休農地の拡大を防止するためには、新た

に農業への参入者を創出することが不可欠であり、地方公共団体及び農業協同組合以
外の者にも市民農園の開設などを可能とする農地法の特例措置を講じる構造改革特別
区域を設定することにより、都市住民等の交流人口を拡大し、農業経営の安定化を図
る。 
 
借受主体者として、数団体から開設希望があり、初年度、市内戸沢地区で 13 区画（1

区画50㎡）の計画があるなど、10 年後 10 地区で 2haの開設を目指している。 
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（１）相当程度の遊休地が存在することの根拠 

① 耕地面積並びに経営耕地面積の減少 

都留市の耕地面積は、平成 14 年度には 396ｈa で、これは市域全体の 2.5％であ
る。耕地面積の近年の状況をみると、毎年、前年比 5～11ha ほど耕地が減少し続け
ており、減少傾向に歯止めがかからない状況である。 

 
         
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

           （耕地面積は「耕地面積統計調査」、経営耕地面積は農業センサスより）  

 
耕地面積の推移 

 H 5 H 6 H 7 H 8 H 9 H10 H11 H12 H13 H14 
耕地面積 （ha） 467 462 454 448 440 432 423 412 402 396 

前年比増減（ha） － △5 △8 △6 △8 △6 △9 △11 △10 △6 
（「耕地面積統計調査」より） 

             
②  耕作放棄地の高比率 

耕作地の減少と共に、耕作地に占める耕作放棄地の比率も全国（5.1％）、並びに 
山梨県内（12％）に比べて高い比率にあり、このまま放置しておくと、ますます耕
地面積の減少が進行するものと思われる。 

 
 耕作放棄地の状況 

     平成2年 平成7年     平成12年 
耕地面積 （a）      52,700 45,400 41,200 
耕作放棄地(a)    11,067          7,681      7,376 
耕作放棄地の割合     21％      17％         18％ 

（農業センサス数値より） 

     
                         

都留市の耕地並びに経営耕地の推移 

（ｈa） 



③ 遊休農地の固定化 
平成 12 年度遊休農地実態調査によると、市内の遊休農地は、市内農地の 40％

に及ぶ 164ha で、これらの内、日照条件良好（78％）、排水条件良好（86％）、農
機具の搬入有価脳可能（91％）など、総合的に活用可能性の高い農地が 94％を占
めている。しかしながら、荒廃状況では多年生の占める割合が78％を占めるなど、
優良農地の荒廃が進んでいる。 

 
都留市の遊休農地の状況 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（平成 12 年度遊休農地実態調査より） 
                                

（２）担い手農家が減少していることの根拠  
  
 ①  総農家数の減少             

     本市の総農家数は、平成7年に比べて 112 戸（8％）の減少である。これらの内、
販売農家は 75 戸（15.9％）の減少となり、総農家に占める割合も 33.9％から 31％
に低下するなど、農家数の減少と共に、自給農家の比率がより一層、高まりを見
せている。 

                
 市内の農家数の状況 

   区  分 総農家数   販売農家数  自給的農家 
平成 2 年 1,602 523 1,079 
平成 7 年  Ａ 1,394 472 922 
平成12年  Ｂ 1,282 397 885 
増減数  Ｂ－Ａ＝Ｄ △112 △75 △37 
増減率  Ｄ／Ａ △8.0 △15.9 △4.0 

平成 7 年  100.0 33.9 66.1 
構成比 

平成12年 100.0 31.0 69.0 
（2000 年世界農林業センサスより） 

日照条件 排水条件 荒廃状況 農機具の 
搬入 活用可能性 農地への復

元可能性 
地 
目 

解 
消 
可 
能 
性 

面積 
良 不

良 
良 普通 不良 

一 
年 
生 

多 
年 
生 

可 
能 

不 
可 
能 

即 
可 
能 

可 
能 

そ 
の 
他 

 

全 
遊 
休 
農 
地 

C 
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田 
B 

やや容
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57ha 46ha 10ha 48ha 8ha 0ha 19ha 37ha 52ha 4ha 19ha 37ha 0ha 農業的利用 

畑 
C 

可能 106ha 79ha 26ha 90ha 15ha 0ha 16ha 89ha 95ha 10ha 15ha 81ha 9ha 農業的利用 

樹 
園 
地 

C 
可能 1ha 1ha 0ha 1ha 0ha 0ha 0ha 1ha 1ha 0ha 0ha 0ha 1ha 農業的利用 



②  販売農家の減少並びに規模の縮小 
   本市の経営耕地面積規模別農家の状況は、0.5ha未満が全体の約7割を占めており、
経営規模１ha以上の農家は、ほとんどない状況であり、販売農家数の減少と共に、経
営規模の縮小が進行している。また、本市の農産物販売金額規模別農家の状況は、販
売なしが7割以上を占める他、50万円未満の農家まで含めると9割以上を占めている。 
 
            経営耕地面積規模別農家数の状況  

実  数 構 成 比 
区分 

平成 7 年 平成12年 
増減率 

平成 7 年 平成12年 
販売農家数 472 397 △15.9 100.0 100.0 
0.5ha 未満 327 271 △17.1 69.3 68.3 
0.5～1.0 136 122 △10.3 28.8 30.7 
1.0～1.5 7 3 △57.1 1.5 0.8 
1.5～2.0 2 1 △50.0 0.4 0.3 

 

2.0ha 以上 0 0 - 0 0 
（2000 年世界農林業センサスより）  

 
農産物販売金額規模別農家の状況 
実  数 構 成 比 

区分 
平成 7 年 平成12年 

増減率 
平成 7 年 平成12年 

販売農家数 472 397 △15.9 100.0 100.0 
販売なし 300 285 △5.0 63.6 71.8 

50 万円未満 147 96 △34.7 31.1 24.1 
50～100 9 4 △55.6 1.9 1.0 
100～200 4 2 △50.0 0.9 0.5 

 

200～300 3 4 33.3 0.6 1.0 
 300～500 5 3 △40.0 1.1 0.7 
 500～700 3 1 △66.7 0.6 0.3 
 700～1000 - 1 - - 0.3 
 1000万円以上 1 1 - 0.2 0.3 

（2000 年世界農林業センサスより） 
 

③ 農家の専業化率の低下 
   市内の販売農家における専業農家は、平成7年に比べて10戸ほど増加したものの、

全農家に占める比率は 3.1％ほどで、山梨県平均の 14.4％を大きく下回っている。 
   また、兼業農家数も昭和 60年から平成2年までの間に急激に減少し、その後、毎

年減少している。 
               専業農家の状況           単位：戸 

  昭和55年 昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年 

専業農家 75 90 28 31 41 
第 1種兼業農家 91 43 22 22 5 
第 2種兼業農家 1,933 1,858 473 419 351 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（農業センサス数値より） 
 
④ 農家人口における高齢化の進行 
 市内の農家人口は、平成7年と比べて 503 人、8.2％の減で、年齢構成では、65
歳以上の高齢者が占める比率が、5.6％増加し、28.4％と高い比率を占めている。 

 
農家人口の年齢構成の状況 

実  数 構 成 比 
分 

平成 7 年 平成12年 
増減率 

平成 7 年 平成12年 
農家人口 6,128 5,625 △8.2 100.0 100.0 
15 歳未満 931 803 △13.7 15.2 14.3 
15～25 676 618 △8.6 11.0 11.0 
25～35 686 564 △17.8 11.2 10.0 
35～45 764 670 △12.6 12.5 11.9 

 

45～55 635 699 10.1 10.4 12.4 
 55～65 923 676 △26.8 15.1 12.0 
 65 歳以上 1,510 1,596 5.6 24.7 28.4 

（2000 年世界農林業センサスより） 
 

 
   ⑤ 販売農家における世帯員・農業従事者・農業就業人口の減少 

        本市の販売農家の世帯員の就業状態は、平成 7 年に比較すると、世帯員数で

は 399 人（17.9％）、農業従事者は 171人（11.9％）、農業就業人口も 39 人（5.9％）

減少している。 
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販売農家の世帯員の就業状態 

区 分 平成 7 年 平成12年 増減数 増減率 

世帯員数 2,235 1,836 △399 △17.9 

農業従事者 1,434 1,263 △171 △11.9 

農業就業人口 659 620 △ 39 △5.9 

基幹的農業従事者 206 227 21 10.2 
（2000 年世界農林業センサスより） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 




